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                               （参考２－５） 

 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害に関する各機関の取組（対応） 

 

                           東日本高速道路（株）北海道支社 

 

標題（見出し） 

道東自動車道の被害状況と復旧状況について 

（本文） 

8月 29日 21:55から道東自動車道のトマムＩＣから十勝清水ＩＣまでの両方向が降雨に伴う事

前通行止めとなり、現場点検を実施。その後、法面の崩落、視界不良や冠水等により通行止め区

間を延長し、8月 31日 0:55から占冠ＩＣから芽室ＩＣまでの両方向が通行止めとなった。 

通行止め区間において特に大きな被災箇所であった狩勝第二トンネル東坑口部においては、8 月

31日未明に河川の氾濫により転石を伴った土砂が高速道路本線に流出した。 

 8 月 31 日早朝より土砂排出作業を開始し、翌日 9 月 1 日 8 時に通行止めとなっていた占冠Ｉ

Ｃから芽室ＩＣまでの両方向について通行止めを解除した。 

あわせて道央圏と道東道を結ぶ国道 38号、274号が災害による通行止めを実施していたため北

海道開発局からの要請を受け、占冠ＩＣから音更帯広ＩＣまでの両方向を国道の代替路として無

料措置を実施した。 

 このほか被災したのり面においては、現在春先の融雪対策を実施しており、雪解け後に本格的

なのり面復旧・改良工事を実施していく。 

    

↑ 狩勝第２トンネル被災状況      ↑ 狩勝第２トンネル応急復旧状況 

 ← 通行止め解除状況 
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（参考２－６） 

 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害に関する各機関の取組（対応） 

 

                           日本赤十字社北海道支部 

 

標題（見出し） 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害における日本赤十字社北海道支部 

災害救護活動の概要について 

（本文） 

 平成 28年 8月 20日から 9月にかけての大雨等災害において、日本赤十字社北海道支部では、

災害警戒本部を設置し、各市町村の被害状況や住民の避難状況、救援物資のニーズなど情報収集

を行い、その後、災害救護実施対策本部体制に移行して、災害救護活動を行った。 

多数の避難者が出た 10市町に対し、災害救援物資である毛布約 1,600枚、緊急セット約 700個

を緊急輸送・配布を行った。【写真 1】 

また、管下施設である北見赤十字病院及び清水赤十字病院においては、救護班を避難所に派遣

し、避難者の健康調査を実施するなど、地元自治体からの要請に応じ、関係機関と連携して積極

的な救護活動を展開した。 

特に、台風 10 号による大雨災害においては、浸水被害の大きかった 3 町（南富良野町、清水

町、新得町）に対し、管下施設である道内 10の赤十字病院からこころのケア要員を派遣し、被災

者及び支援者（救援活動を行う自治体職員）に対する健康調査とこころのケア活動を行い、災害

に係るストレスの緩和を図るなど、被災者及び支援者への支援活動を展開した。【写真 2】 

南富良野町、清水町、新得町において 9月 6日から 30日にわたり、継続して展開したこれらの

支援活動にあたっては、日赤道支部災害対策本部要員 25名、道内 10の赤十字病院こころのケア

要員 32名を現地へ派遣。支援を行った被災者（自治体職員含む）の数は延べ 763名にのぼる。 

 また、南富良野町においては、地元及び近隣の赤十字奉仕団が、浸水家屋の清掃や被災者及び

全国各地から参集した災害ボランティアに対する炊き出しを行うなど、延べ約 70 名にものぼる

奉仕団員が積極的な活動を展開した。【写真 3】 

 上記活動の展開と並行し、平成 28年 9月 2日から 30日において行った、災害義援金の受付に

ついては、日赤道支部受付分で 718件、2億 137万 7,080円である。 

今後も災害発生時に迅速に被災者への支援活動が展開できるよう、各関係機関と密に連絡を取

り合い、情報共有を図るほか、災害時において大きくストレスのかかる被災地の自治体職員等に

対する支援活動についても、その必要性について PRに努める。 
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写真１                   写真２ 

   

 

写真３ 
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（参考２－７） 

 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害に関する各機関の取組（対応） 

 

                           国土地理院北海道地方測量部 

 

標題（見出し） 

国土地理院が実施した緊急災害調査 

（本文） 

国土地理院では、台風第 11号・第 9号の接近に伴い８月 21日未明に災害対応の体制を非常体

制に移行し、併せて、GSI－LB
注）を茨城県つくば市から札幌市に派遣するなど、災害対応の態勢

を整えながら災害情報の収集に努めた。  

翌８月 22日に、砂川市焼山の道道文珠線で土砂災害が発生したとの情報があり、これにより北

海道危機対策課等からの情報提供と現地対応へ

の協力を仰ぎ、UAVにより被害状況の動画を撮

影した（写真１）。 

また、同日、北海道開発局防災課等と調整を図

りながら、浸水被害を受けた北見市の常呂川流

域について有人飛行機による空中写真の撮影を

決定し、翌日から連続３日間にわたり写真撮影

を実施した（写真２）。その後、道内に上陸した

台風第 10 号においても十勝地方を中心に各地

で被害が発生したため、８月 31日と９月 1日に

は南富良野の空知川流域、芽室町の芽室川・美生

川流域、９月１日には帯広市の札内川と新得町パンケ新得川流域の浸水被害に関する空中写真を

撮影した（図１）。 
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さらに、撮影した空中写真を解析すること

で「推定浸水範囲の変化」として地図上に取り

まとめ（図２）、空中写真や UAV 動画ととも

に関係機関に速やかに提供し、災害・復旧対応

に利用された。なお、これら国土地理院が取

得・解析した被害情報は、国土地理院ホームペ

ージや YouTubeで公開し広く周知した。 

 

 

 

 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

注）GSI－LB（国土地理院－ランドバード）：無人航空機（UAV）を用いた i-Construction に

対応した測量に必要な指導・助言を行うとともに、発災時には緊急撮影や情報提供を行うための

国土地理院内の横断的組織。 

 

撮影を終え帰還した「くにかぜⅢ」（丘珠空港）   UAVによる撮影開始風景（砂川市） 
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（参考２－８） 

 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害に関する各機関の取組（対応） 

 

                           北海道農政事務所 

 

標題（見出し） 

被災農林漁業者の早期の経営再開に向けて 

（本文） 

 北海道農政事務所では、平成２８年８月２２日に北海道農政事務所災害対策本部を設置すると

ともに、帯広・北見・旭川の３地域拠点に現地災害対策本部を設置し、情報収集や現地確認体制

を強化した。 

 また、北海道農政課長が主宰する「平成２８年８月１６日からの大雨等による農業被害対策連

絡協議会」に参加し、被害状況の内容把握、必要となる支援等に対し、関係機関・団体と密接に

情報共有を図りながら、今後の対策を円滑に推進できるよう連携に努めた。 

 特に、農業被害の状況については、道農政部からの被害報告と併せ、全道６箇所の地域拠点を

中心に関係機関からの現地情報収集と現地確認を行い、取りまとめ結果を随時、農林水産省災害

総合対策室へ報告した。 

 さらに、北海道農政事務所長を先頭に現場の農業被害状況等を調査したほか、農林水産大臣及

び政務官の現地調査（写真１）に同行し、被災した農林漁業者等との意見交換（写真２）を通し

て、復旧に向けた課題・要望の把握など、現場に寄り添った対応を行った。 

 ９月１６日に「平成２８年８月１６日から９月１日までの間の暴風雨及び豪雨による災害」が

激甚災害に指定されたことを受け、農林水産省は、被災された農林漁業者が一日も早く経営再開

できるように、１０月７日、「平成２８年台風による被災農林漁業者への支援対策」を決定し、札

幌市、帯広市、北見市、旭川市、北斗市の５会場で「実務担当者説明会」を開催した。 

このことを受け、被害の大きかった市町村の首長及びＪＡ組合長に対し、地域拠点を通じて支

援対策の内容を丁寧に説明するとともに、関係機関等と連携して、現場における農業被害の対応

などしっかりフォローする取組を進めてきた。 

 １０月２１日には、政府広報を通じて農林漁業に従事している皆さまへ、必要な経費の助成な

どの支援制度をお知らせするとともに、北海道農政事務所においても相談窓口を開設し、早期の

経営再開を願いながら支援対策を継続しているところである。 

 

写真１．現地調査（北見市） 写真２．意見交換（帯広市） 
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（参考２－９） 

 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害に関する各機関の取組（対応） 

 

                           北海道地方環境事務所 

 

標題（見出し） 

台風１０号での当事務所の対応について 

（本文） 

  ８月３１日、台風１０号の被害状況を受けて、本省から「災害対策設置本部」の指示が有り、 

 １９時に「北海道地方環境事務所災害対策本部」を設置した。被害状況収集を目的に、現地に

いる自然保護官事務所の自然保護官に通知を出した。第１回の災害対策会議を開催して、現地

確認を行うことで、情報収集と廃棄物の状況を確認することで、９月１日に南富良野へ行った。

役場へ行く途中、町を襲った水は引いてはいたが、流木、自動車等が泥まみれで散乱していた。

かなりの量と推測してみたが、廃棄物を一旦受け入れる、仮置き場が設置されているか、どう

か、不安はあった。役場に到着後、上川総合振興局の方たちと同席で、町長と面会をして、災

害等廃棄物処理事業に係る費用補助の説明を行った。町長からは、環境省からの協力と指示を

受け入れることで、しっかりと対応するとの発言があった。町の様子を見ていると、川沿いに

損壊家屋など、痛々しい傷跡があった。最終処分場の被害はなかった。焼却施設の被害はなか

ったが、複数市町村で構成している、一部事務組合で運転しているため、受け入れには調整が

必要とわかった。仮置き場もこれからの設置と、課題があった。その旨、環境本省に報告をし

た。 

  ９月２日には、事務所と日本環境センター職員、十勝総合振興局とで、新得町を中心に現地

確認を行い、新得町役場と芽室町役場に寄ることができた。芽室町は、仮置き場を設置して、

収集事業者が搬入していた。新得町は、住民が清掃センターへ持ち込んでいたが、仮置き場は

検討中であった。清水町は、断られ寄ることはできなかったが、橋桁に家屋が引っかかってい

た。２町は、自前で災害廃棄物対策を進めていたが、清水町は、被害の様子からみて、これか

らとの印象があった。 

  その後、環境省本省の指示により、９月５日に関東地方環境事務所から１名、南富良野へ災

害廃棄物処理の指導で派遣を行った。９月９日近畿地方事務所から１名、同じ目的で派遣を行

った。滞在期間は、５日程度であったが、災害対策専門官として、現地に即した、仮置き場の

設置、災害ゴミの分別、その場での質疑応答などを行い、派遣期間終了後も、事務所と一緒に

対応を続けた。９月末に、十勝総合振興局の協力を得て、道庁と共催で「災害廃棄物処理事業

費補助金説明会」を帯広市と新得町で行った。 

  このように、対応が進めることができたのは、道庁の環境生活部環境局循環型社会推進課か

らの情報提供が早く、環境本省に決断させる要因となっている。 

  今後は、現地での課題はあるもの、災害対策処理計画を策定させることと、初動体制の対応

マニュアルの作成が必要である。環境省は、しっかりと対応していきたい。 
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（参考２－１０） 

 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害に関する各機関の取組（対応） 

 

                           北海道経済産業局 

 

標題（見出し） 

被害状況の取りまとめ、及び被災事業者支援 

1.被害状況のとりまとめ 

 1-1  ライフライン関係 

    北海道電力、ガス（簡易ガス、ＬＰガスを含む）会社、石油 SS、工業用水に関する被害

情報をとりまとめ、本省に報告し、局内へ情報共有を実施。 

 

 1-2  産業（中小企業含む） 

    被災地域の商工会議所、商工会、中小企業団体中央会等から被害情報をとりまとめ、本省

に報告し、局内へ情報共有を実施。 

 

2.被災事業者への支援 

 2-1 ガスの災害特例措置 

    災害救助法が適用された地域において被災されたガスの需要家に対するガス料金に関す

る以下の特別措置を認可、適用。 

     ・被災された需要家の平成 28 年 9月、10月及び 11月検針分のガス料金について、それ

ぞれの早収料金適用期間経過後も早収料金を適用。 

    ・被災された需要家の平成 28年 9月、10月及び 11月検針分の各ガス料金の支払期限を、

それぞれ 1ヶ月間延長。 

 

 2-2 被災中小企業・小規模事業者対策 

    ２０市町村に災害救助法が適用されたことを受け、中小企業者・小規模事業者に対する資

金繰り等に関する特別相談窓口を設置。特別相談窓口のほか以下の措置を講じた。 

    ・災害復旧貸付の適用 

    ・セーフティネット保証４号の適用 

    ・既往債務の返済条件緩和等の対応 

    ・小規模企業共済災害時貸付の適用 

     

 2-3 中小企業信用保険の特例措置 

    激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づき、被害を受けた南富良

野町の中小企業者等に対し、中小企業信用保険の特例措置を講ずるとともに、災害復旧貸付

の金利引下げを実施。 
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 2-4 BCP（事業継続計画）策定の推進 

    自然災害等の緊急事態に遭遇した中小企業等が、中核となる事業の継続あるいは早期復旧

を可能とするために有効な、BCP（事業継続計画）の策定を推進するため以下の措置を講じ

た。 

    ・中小企業 BCP策定運用指針の提供 

    ・BCPセミナー、BCP策定ワークショップの開催（札幌、旭川、帯広、室蘭等） 

・北海道内の BCP策定企業一覧の紹介 

    ・リーフレット（BCPの必要性、上記指針、融資制度）の紹介 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


